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 会員の皆様 消費増税、感染症の拡大と厳しい状況にありながら、日々経営者としてのご

奮闘に心より敬意を表します。 

昨日、新型コロナウイルス感染症（covid-19）拡大に際して常任理事会を開催し今後の対

応を協議いたしました。政府の感染症対策本部の発表や基本方針、また、連日の報道内容

や、会員皆様からの声やご協力いただいているアンケート結果などを基に、下記の通り 3 月

以降の方針を決定させていただきました。 何より、会社を守ることが重要であり、かつ感

染拡大を助長しないことを最優先します。そのために同友会の組織としてもできうる限り

の対応を取っていきます。 どうかご理解・ご協力のほど宜しくお願い申し上げます。  

  

➀ ３月 15日までの行事は全て「中止」または「延期」します。 

➁  第 35 回定時総会（4／21）は、総会議事・青年部設立総会議事のみを行い 

  基調講演会は延期します。 

③ 3 月 16 日以降の各支部幹事会及び支部総会は、支部長が幹事と相談して開催するか、

延期を判断します。  

④ 3 月 16 日以降の行事予定、総会・支部総会等の開催の有無等、今後の栃木同友会の活

動につきましては、3月 13日に行われます臨時常任理事会にて決定いたします。 

   ※延期後の日程は追ってご案内いたします  

  

なお、先日のアンケート結果（別紙参照）につきましては中同協を通して政府への緊急提

言にまとめております。内容が定まり次第 e-doyu・fax等にて皆様にご案内いたします。  
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栃木県中小企業家同友会会員各位 

栃木県中小企業家同友会 

代表理事 八木 仁 

代表理事 山中重雄 

 

新型コロナウイルス感染症（covid-19）に関する緊急アンケート速報 

 

中国を発生源とする新型コロナウイルス感染症（以下covid-19）が世界各地に急速に広

がっています。世界保健機関（WHO）３月４日現在の情報によると、７９カ国で感染が確

認され、中国を含む世界全体の感染者数は９万5千人を超えました。公に出されている情報

だけでも世界全体で3２00人以上が死亡し、日本国内でも感染が拡大し全国で 

２８0名以上が罹患し、６名の方が亡くなっています。（3月４日現在） 

今回のcovid-19の拡大及びその対応は、景気の急激な落ち込みやさまざまな負担の増大

など地域経済や中小企業の経営に大きな影響をもたらしています。栃木同友会では2月26日

より会員企業の皆様へのアンケート調査を行い、データを（中同協）と共有し政府への緊急

提言としてまとめました。 

栃木同友会へのご回答（2/26〜3/３回収分36社）を下記にまとめましたのでご参照く

ださい。 

 

新型コロナウィルス感染症（covid-19）の流行から想定される会員企業への影響 

                      ( 栃木同友会アンケート結果) 

アンケート回答者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

製造業 22.2% 

不動産業・物品賃貸業 2.8% 

教育・医療・福祉サービス業 11.1% 

経営コンサルタント業・    

専門技術サービス業 25.0% 

その他 8.3% 

建設業 8.3% 

小売業 11.1 

運輸業 5.6% 

卸売業 5.6% 

【設問１】業種について 

（複数の業種にまたがる場合は、 

売上構成比の大きいもの） 

 

【設問２】従業員数について 

 

６～１０ 人 16.7% 

51～100 人 13.9% 

11～20 人 16.7% 

21～50 人 22.2% 

０人 ２.８% 101～300 人 5.6% 

1～5 人 22.2% 

https://www.who.int/docs/default-source/coronaviruse/situation-reports/20200229-sitrep-40-covid-19.pdf?sfvrsn=7203e653_2


0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

 ①海外販売量・輸出量が減少 

 ②海外からの原材料や部材の調達に支障 

 ③海外での製品の生産に支障 

 ④物流が滞留し配達に支障 

 ⑤訪日客の減少、キャンセルの発生 

 ⑥国内の外出手控えによる売上減少 

  ⑦国内での注文キャンセルの発生   

 ⑧海外との商談の遅延 

 ⑨国内での商談の遅延 

  ⑩海外拠点（工場・支店・事務所など）… 

 covid-19の拡大に関して会員企業においては、およそ７0％が 「影響がある又は懸念が

ある」と回答しています。特に 3月に入ってからの回答では影響が出ている（で始まった）

と答える方が増えてきており問題が急速に広範にわたって広がっていることがわかります。 

【設問３】 

新型コロナウィルス感染症 

拡大による経営への 

マイナス影響について 

 

 

 

 

 

covid-19感染拡大の影響については、海外の販売量・輸出量が減少、原材料や部材の調達

に支障、製品の生産に支障生産拠点の休業などがおきていています。また、（各港湾等で

は）物流が滞留し必要な物資が届かない、訪日客の減少、キャンセルの発生、自粛による

売上減少、キャンセルや商談の遅延が深刻です。 また、対策として代替生産や代替え調達

先の確保を検討していますが、活路をみいだせず、今後の影響を予見 しての在庫の積み増

し、生産・販売計画、また採用計画の見直しが行われています。  

【設問４】設問３で「➀ある」「⓷今後影響が懸念される」と答えた方、 

その影響は何ですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

⑪ その他の回答 

〇取引先の倒産                                 〇原料メーカーが海外調達している                                                                                                                                                                                                

〇元受け工事が中心のため顧客の新規投資意欲に懸念               〇セミナー等会合の中止                                                                                                                                                                                                       

〇縁日、イベント業界相手なので、顧客の購入の落ち込みが予測される 〇客先の休業                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

〇学級閉鎖によるパートの欠勤                                     〇国内工場の休止による受注の低下                                                                                                                                                                                                                                     

〇海外（中国）で生産されている部材が商社に入らないため施工に支障 〇感染者が出た場合は利用者の休所                                                                                      

〇親会社による国外への輸出量の減少 

 マイナスの影響が出ている  27.8% 

 今後マイナスの影響が懸念される 41.7% 

 マイナスの影響はない  11.1% 

 どちらともいえない  19.4% 



また本件の特徴として自然災害と大きく異なる点があります。 限定された被災地という

概念がないので、国内すべてで感染し他地域からの支援が望めません。感染拡大がアジア

全域におよぶ事で世界の全域でサプライチェーンの停滞がおこり、一国の収束だけでは改

善されません。さらに、輸出入の大きな割合を占める中国とアセアンの経済が冷え込む見

通しや、マスクや除菌剤などの確保ができず操業できない状況に陥る企業が現れる。更に

は、 自粛ムードにより売り上げの減少、雇用への影響が深刻化する。 また自然災害と異

なり脅威や被害が可視化できないなど、どの程度の期間 、蔓延するかも不透明であり、そ

の潜在性が不安を煽る傾向にあります。特にオリンピックにむけた工事やイベントなどの

追い込み時期を直撃する事による損失懸念が脅威となっているようです。 

 

【設問５】マイナスの影響に対しどのような対応を検討していますか？ 

 

⑫ その他 

〇 採用計画の見直し                 〇 最悪の場合は休業                                             

〇 SNS 等のチャンネルでの情報発信に切り替える   〇 毎朝の検温と手指消毒                                                      

〇 社内での感染の予防                〇 対策の取りようがない（２件）                                                         

〇 今後検査体制の見直しが必要になると思われる    〇 テレワーク                                          

 

【設問 6】その他具体的な影響や、検討している対策について教えてください 

 

対策： 〇 社内の仕組みを変える  〇 社内の整備  〇 体調管理（食事・睡眠・マスク・手洗いなどの徹底）                                                          

 

影響： 〇 デザイン・印刷物の中止・延期・部数減少が出始めた   〇 各業界の休業                                                                                                                                          

〇 オリンピック・パラリンピック東京開催の有無で大きな影響が出る可能性                                                                                              

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

 ①対策を検討する予定はない         

 ②別拠点での代替生産の実施 

 ③代替え調達先の確保 

 ④在庫の積み増し 

 ⑤生産・販売計画の見直し  

 ⑥物流ルートの変更 

 ⑦設備投資の延期・縮小・中止 

 ⑧自社拠点の一時的な移転 

 ⑨海外関連の事業の縮小 

 ⑩緊急融資制度の活用 

 ⑪運転資金の借り入れ 



0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①緊急融資制度の拡充           

②支援施策の情報提供 

③予防対策等の情報発信 

④防疫体制の強化 

⑤衛生用品等備蓄品の開放 

⑥その他（具体的に：    

0.0% 50.0% 100.0%

 ①対策を検討する予定はない  

 ②感染症に関する情報収集・従業員への注意喚起… 
 ③感染予防の徹底（手洗い・マスク着用奨励など） 

 ④衛生用品（マスクなど）・医薬品の備蓄 

 ⑤社内マニュアル・BCP の整備・見直し 

 ⑥在宅勤務（テレワークなど）の導入・実施   

 ⑦海外での事業活動の自粛・禁止 

また、社内に「感染症流行やパンデミックを想定した事業継承計画（BCP）の策定」に

関しては策定していない企業が 8割を超えており、経営指針の策定と同時に BCPの作成も

栃木同友会の課題と言えそうです。 

 

【設問７】感染症流行やパンデミックを想定した 

事業継承計画（BCP）などを     

策定していますか？ 

 

 

 

感染症対策としては、感染症に関する情報収集、従業員への注意喚起の実施、感染予防の徹底（手

洗い・マスク着用奨励など）を回答された企業がどちらも８０％を超えるなど、社員を大切にし

ている同友会企業の姿が見えますが、それだけに衛生用品を社員に徹底しようとしても手に入ら

ないというメッセージが多く寄せられておりました。また、「緊急融資制度の充実」「支援対策の

情報提供」など企業の生命線に関わる要望も多数寄せられております.中小企業家同友会全国協

議会では、全国のアンケート結果を取りまとめ「中小企業の倒産・廃業を避けるために～ 

新型コロナウイルスに関する緊急要望･提言」として中小企業庁、及び国会議員に提出しました。 

 

 【設問８】従業員の罹患を防ぐための対策について   

  

  

  

 

 

 

【設問９】行政に求めたいこと、要望  

 

 

 

 

 

 

その他・・ 

〇 速やかな情報公開                〇 衛生用品を社員に徹底しようにも手に入らない（2件）                                                        

〇 感染者の居住区まで情報公開してほしい  〇 PCR検査の拡充 

                                           

策定している 19.4% 

策定していない 80.6% 


